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2025年 12月 25日 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスの融資契約締結について 

 

当行は、株式会社永井運送と下記のとおり「ポジティブ・インパクト・ファイナンス（以下「ＰＩＦ」

という。）」による融資契約を締結しましたのでお知らせいたします。 

当行は今後もＥＳＧ投融資の推進を通じて、地域のお客さまとともに、持続可能な社会づくりへ向け

た取り組みを進めてまいります。 

記 

１．融資概要 

融 資 額 総額 33.9億円 

資 金 使 途 賃貸用物流倉庫および事務所建設資金 

モニタリング機関 公益財団法人地方経済総合研究所 

評価の対象 株式会社永井運送 

２．企業概要 

企 業 名 株式会社永井運送 

代 表 者 代表取締役 永井 正人 

所 在 地 熊本県宇城市松橋町曲野 2942-1 

設 立 年 月 1967年 1月 

事 業 内 容 
一般貨物自動車運送業、倉庫業、鋼製型枠補修業、自動車整備業、コンビ

ニエンス事業 

３．インパクト評価概要  ※詳細は「評価書」をご参照ください 

マテリアリティ（重要課題） 対応する SDGs 

地域と当社の持続可能な繁栄 

 

職場環境整備による全従業員の 

幸福度向上 

 

環境への貢献と当社の持続可能性の両立 
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４．本ＰＩＦの位置付けについて 

  本件で調達した資金は、株式会社永井運送の「賃貸用物流倉庫および事務所建設資金」に充てられ

ます。 

  当社は長年培った輸送経験と貨物の特性に応じた豊富な専門車両を有し、食品や花きといった温度

管理が必要な輸送から、石油製品や小麦粉のような専門輸送まで多品目への対応が可能です。 

  本施設は、半導体企業向けの倉庫。ＴＳＭＣの熊本進出に伴う半導体関連製品の輸送・保管のニー

ズに対応した倉庫の新築資金充当されるものであり、当社の事業拡大のみならず、熊本の地域経済発

展にも大きく寄与するものです。 
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５．ＰＩＦについて 

ＰＩＦは、企業活動が環境・社会・経済にあたえる「インパクト」（ポジティブな影響およびネガテ

ィブな影響）を金融機関が分析・評価し、継続的な支援を行う取り組みです。 

当行および公益財団法人地方経済総合研究所（以下「地総研」という。）においてお客さまが抱える

社会的インパクトを包括的かつ定量的に評価します。 

なお、当行および地総研によるＰＩＦ評価のフレームワークは、第三者評価機関である株式会社格

付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）からポジティブ・インパクト金融原則への適合性につ

いてのセカンドオピニオンを取得しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）地総研の評価書は、下記ＵＲＬをご参照ください。 

    https://www.higobank.co.jp/upload/pif_nagaiunso.pdf 

（参考）Ｒ＆Ｉのセカンドオピニンは、下記ＵＲＬをご参照ください。 

    https://www.r-i.co.jp/rating/esg/sustainabilityfinance/index.html 

（参考）2021年 12月 24日付「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の取り扱い開始について 

https://www.higobank.co.jp/showimage/pdf?fileNo=1452 

（参考）当行の適合性に関するセカンドオピニオンは、下記ＵＲＬをご参照ください。 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2021/12/news_release_suf_20211224_jpn_01.pdf 

 

 

 

 
《本件に関するお問い合わせ》 

肥後銀行 法人コンサルティング部 

担当： 渡邊 

電話 096-326-8602 

スキーム図 
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